
４ 平成２４年度に実施した主な事業 

 

＜保健・医療・福祉の充実に＞ 

健康づくり施策の推進                           １，２２１万円 

健康増進計画「かわさき健康づくり２１」（平成13～24年度）について、有識者により構成する

健康増進対策会議を設置し、次期計画の策定を行った。 

また、第２期食育推進計画（平成23～25年度）についての評価及び第３期計画策定に向けた食生

活実態調査を行った。 

 

自立支援実施推進事業                          １億  ６２６万円 

生活保護世帯の中学３年生を対象とした就学支援事業を開始するとともに、被保護者に対する雇

用の創出・就労支援を目的として、ハローワークとの連携強化を図り、求人開拓事業及び意欲喚起

事業を開始した。 

 

認知症に関する相談支援体制の整備                                          ３，１１９万円  

認知症に関する普及啓発を図るとともに、徘徊高齢者ＳＯＳネットワーク、地域による見守り機

能の充実を図った。また、新たに認知症疾患医療センターを２か所設置し、保健医療・介護機関等

との連携により、認知症疾患の保健医療水準の向上を図った。 

 

福祉人材の確保支援事業                                                   ４，３１３万円 

福祉人材の確保を図るため、潜在的な有資格者に対する復職に向けた講習を行った。また、一定

期間以上就労した訪問介護員養成研修２級課程修了者に対し、当該研修費用の補助を行った。 

 

民間特別養護老人ホーム及び多様な居住環境の整備            ４５億２，５５８万円 

介護サービスの基盤整備を図るため、幸区（南幸町地区、河原町地区）、高津区（末長地区）、

宮前区（野川地区）、多摩区（西生田地区、生田地区）、麻生区（白山地区）の特別養護老人ホー

ム及び幸区（小向仲野町地区）、宮前区（神木本町地区）の小規模特別養護老人ホームについて、

建設費補助を行った。 

また、高齢者の多様な居住環境の整備に資するため、小規模多機能型居宅介護の整備費補助を行

った。 

 

障害者の新たな在宅福祉施策の充実                                    １１億７，６０５万円 

心身障害者手当の見直しに伴う「新たな在宅福祉施策」として、移動支援事業、精神障害者ピア

サポーター養成・支援事業、障害者（児）日中一時支援事業等を拡充したほか、一般住宅に対する

バリアフリー化工事の支援の充実や、訪問入浴サービスの利用回数の拡充等を行った。 

また、相談支援事業を充実・強化するため、障害者生活支援センターを、基幹型相談支援センタ

ーと地域型相談支援センターに再編するための準備を行うとともに、高次脳機能障害に特化した日

中活動に相談支援機能等を付加した専門的な支援体制として、高次脳機能障害地域活動支援センタ

ーの整備を行った。 

 

障害者グループホーム事業の充実                                      ２１億８，４２０万円 

重度障害者や高齢障害者に対応したグループホーム等の整備を促進するため、整備費補助を行う

とともに、夜間や土日の支援に対する世話人等の処遇を改善することにより、介護に係る支援の充

実を図った。 

 

 



 

予防接種事業の実施                                                  ３８億６，０９７万円 

予防接種法に基づく定期予防接種に加え、子宮頸がん予防、ヒブ及び小児用肺炎球菌ワクチン接

種を引き続き実施し、公衆衛生の向上を図った。また、定期予防接種のうち、ポリオワクチン接種

については、国の規則改正に基づき、新たに不活化ワクチンを導入した。 

 

がん検診事業の実施                                                  １６億７，６３８万円 

子宮がん検診、乳がん検診及び大腸がん検診について、一定の年齢の市民に対してクーポン券を

発行し自己負担分を無料化するとともに、胃がん検診については、新たに内視鏡検査を導入し、受

診率の向上を図った。 

 

健康安全研究所の開設                                                  ２億９，２１０万円 

「川崎生命科学・環境研究センター（ＬｉＳＥ）」内に、本市における健康危機管理に関する施

策全般を支援する科学的・技術的拠点施設として、「健康安全研究所」を平成25年３月に開設した。 

 

社会福祉施設等への災害時用無線機器の設置                                  ２，５８４万円 

災害時における施設入所者の安否確認や要援護者等の二次避難所への円滑な避難誘導に向けて、

高齢者・障害者施設等に無線機器を設置し、防災体制の強化を図った。 

 

総合リハビリテーションセンターの整備                                １２億５，２９８万円 

井田重度障害者等生活施設が完成し、平成25年４月の開設に向けた指定管理者への引継ぎ等の準

備を行った。 

 

＜子育ての支援に＞ 

幼児教育の振興                           ２０億２，３６８万円 

私立幼稚園に通園する３歳児、４歳児及び５歳児の保護者に対して保育料等を補助することによ

り、その経済的負担を軽減し、幼児教育の振興を図った。 

 

地域子育て支援の推進                         ２億６，７２８万円 

地域の子育て支援の充実のため、乳幼児が安心して遊べる場所や子育て情報を提供する、地域子

育て支援センターの拡充を行った。 

 

母子保健事業の推進                         ２０億８，５２９万円 

妊娠中の母体及び胎児の健康を守り、安心安全な出産を迎えるための妊婦健康診査や、乳幼児の

健康のための乳幼児健康診査等を実施した。 

また、子育て家庭の孤立化を防ぎ育児不安の軽減を図るため、「こんにちは赤ちゃん」事業等を推

進し、乳児のいる家庭全戸を対象として、地域の子育て情報を直接提供することにより子育てを支

援した。 

 

各種医療費等の助成や手当の支給                  ３３１億９，０６８万円 

小児医療費、ひとり親家庭等医療費、小児ぜん息患者医療費及び小児慢性特定疾患医療費等、各

種保険医療費の自己負担額を助成した。なお、小児医療費については、平成24年９月から通院助成

対象を小学校就学前から小学校１年生まで拡充した。 

また、次代の社会を担う子どもの健やかな成長及び発達に資することを目的に、子どもを養育す

る家庭等に対して児童手当を支給するとともに、ひとり親家庭等の生活安定と自立促進に寄与する

ため、児童扶養手当等を支給した。 

 

 



 

青少年の健全育成                           ２億６，１６５万円 

青少年の健全育成と指導者の育成のため、各青少年団体に対する助成を行った。 

また、「こども１１０番」事業や「社会環境健全化に向けたキャンペーン」活動等を通じて、子ど

もの安全確保と地域における犯罪抑止力の向上を図った。 

青少年施設については、環境改善を図るため、こども文化センターの屋上防水補修や、八ヶ岳少

年自然の家ワーキングホール屋根の防水補修工事等を行うとともに、児童数の増加に伴う狭あいの

解消等のため、わくわくプラザ室（４施設）の整備を実施した。 

 

児童に関する総合的な相談・支援体制の確立              ２２億６，６８１万円 

社会的養護を必要とする児童の養育環境の確保に向けて、里親制度の推進や児童ファミリーグル

ープホームに対する助成を行った。 

また、北部児童養護施設の基本・実施設計及び残置物の解体工事、新日本学園では新園舎による

運営に向けて、基本設計を実施した。 

 

障害児の支援体制の整備                       １４億６，４５２万円 

中央療育センター入所部門の開始に向けて、指定管理者制度の導入に向けた準備を進めるなど、

障害児や発達に不安のある児童への支援体制の整備を推進した。 

また、南部地域療育センターについては、建設工事に着手した。 

 

多様な保育の充実                         ２２９億３，０００万円 

「第２期川崎市保育基本計画」に基づき、川崎区（出来野地内）、幸区（古市場地内）、高津区（千

年地内、溝口２丁目地内）、宮前区（野川地内、土橋４丁目地内）、多摩区（宿河原２丁目地内、布

田地内）、麻生区（岡上地区）の民設民営保育所を整備した。また、川崎区（浜町２丁目地内）では

平成26年度の建替えに向けて設計及び仮園舎の整備に係る補助を行った。さらに、民間事業者活用

型保育所を８か所、鉄道事業者活用型保育所を１か所、民有地借上型保育所を４か所整備するとと

もに、公立保育所の民営化に向けた整備を行った。 

また、延長保育事業及び一時保育事業、家庭保育福祉事業の拡大のほか、認定保育園を９園認定

し、認可外保育施設の受入枠の拡大を図るとともに、「川崎市認可外保育事業再構築基本方針」を策

定し、方針に基づく取組を進めた。 

さらに、「新たな公立保育所」のあり方基本方針を策定し、方針に基づく取組を進めた。 

 

＜道路・公園緑地・河川・下水道の整備と安全なまちづくりに＞ 

建設発生土対策                                                        １億３，９３０万円 

公共工事で発生する建設発生土について、予想量調査を行い、その調査結果に基づき本市の指定

処分地への配分量を決定し、処理計画を策定した。また、地方港湾の埋立て用材として広域的な有

効利用を図った。 

 

交通安全施設の整備                                                  １０億３，３４９万円 

社会的なニーズが高まっている道路の安全性向上、バリアフリー化等を図るため、勾配の緩やか

な歩道への改修、交差点改良、道路反射鏡の設置やカラー舗装といった交通安全施設等の整備を行

うとともに、既存施設の維持補修を行った。 

また、社会問題となっている無秩序な自転車利用に対して、マナー向上を図るため自転車走行位

置の明示や、注意喚起シールの設置を行うとともに、県道川崎府中のＪＲガード下では、社会実験

を実施し、その検証結果を踏まえ、歩行者、自転車、自動車の空間分離による安全性向上に向けた

自転車道などの整備に着手した。 

 

 



 

道路の改良及び舗装                                                  ３０億２，０２６万円 

市民生活に密着した生活道路について、地域特性に応じた市道の歩車道の拡幅、側溝等の新設及

び電線類の地中化を行い、安全で快適な道路交通環境の改善を図った。 

また、国道409号及び主要地方道横浜上麻生等の主要幹線道路の整備事業を実施した。 

 

橋りょう架設改良及び補修                                              ８億６，５８１万円 

幅員が狭小で歩車道の区分がなく、老朽化していた江ヶ崎跨線橋について、架け替え事業を引き

続き横浜市と共に実施し平成25年３月末に開通した。また、「橋りょう長寿命化修繕計画」に則り、

巌島橋ほか３橋の修繕工事及び、塩浜陸橋ほか43橋の定期点検を実施した。さらに、仮称等々力大

橋について、設計調査等を東京都と共に実施した。 

安全性や快適性を確保し、かつ、地震災害に強い都市基盤を整備するため、麻生川橋等の維持補

修事業及び瓦斯橋等の耐震対策事業を実施した。 

 

自転車対策                                                            ９億９，４７５万円 

公共の場所における通行の確保を図るため、放置自転車などの撤去業務等の強化を図った。 

また、川崎駅東口周辺において自転車等駐車場の整備を推進するとともに、既存自転車等駐車場

の補修工事を実施した。 

さらに、自転車等駐車場の適正な利用や管理運営のため、自転車等駐車場の料金を改定するとと

もに、指定管理者制度を導入した。 

 

都市計画道路等の整備                                                ４０億５，１６９万円 

安全で快適な通行空間の確保及び渋滞緩和等自動車交通の円滑化の促進を図るため、市内を縦横

断する都市計画道路世田谷町田線及び東京丸子横浜線等の改良事業を実施した。 

 

連続立体交差事業の推進                                              ５３億４，０５９万円 

京浜急行大師線の連続立体交差化を促進するため、段階的整備区間（東門前駅～小島新田駅間）

において、電車の線路を仮受けする工事桁設置などの仮設工事及び工事桁設置後の本体掘削工事な

どを実施した。 

 

河川の整備及び維持補修                                              ２７億６，４４９万円 

時間雨量50mmに対応する河川の整備を進めるため、五反田川放水路整備事業については、放流部

立坑築造工事を完成させ、トンネル部築造工事については引き続き実施した。 

また、平瀬川支川では、自然環境に配慮した川づくりの整備を実施し、矢上川については、宮前

平駅周辺における浸水対策工事を引き続き実施した。 

さらに、水害防止や環境保全を図るため、水門等の河川施設の保守点検・補修を実施するととも

に、「河川維持補修計画」に基づく、河川の適切な維持管理を実施した。 

 

緑化の推進                                                            １億９，７３４万円 

緑豊かなまちづくりをめざし、「わがまち花と緑のコンクール」や「緑のボランティア育成講座」

などを実施して民有地緑化の普及を図った。「緑化推進重点地区計画」に基づき、宮前平・鷺沼駅周

辺地区及び登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区等の緑化の普及推進に努めた。さらに、市内の建築物の屋

上や壁面の緑化に取り組む市民・事業者に対して、経費の一部を助成した。 

 

樹林地の保全                                                         １１億  ２７８万円 

都市における良好な自然環境を保全するため、特別緑地保全地区を10.2ha指定するとともに、岡

上丸山特別緑地保全地区ほか12地区の用地取得を行った。 

 

 



 

公園緑地の整備拡充                          １８億  ８９０万円 

小田公園などの公園緑地の整備を行うとともに、生田緑地などの用地を取得した。また、「富士見

周辺地区整備実施計画」に基づき、富士見公園長方形競技場の南スタンド新築工事に着手した。 

 

等々力緑地再編整備の推進                                              ７億４，４７５万円 

平成23年３月に策定した「等々力緑地再編整備実施計画」に基づき、陸上競技場第１期整備とし

て、仮設スタンドの整備を行うとともに、メインスタンド改築工事の整備に着手した。また、正面

広場について基本設計を実施するとともに、硬式野球場の改築整備に向けて「等々力硬式野球場整

備計画」を平成25年３月に策定した。 

 

緑ヶ丘霊園の募集及び維持管理                                          ２億６，８９４万円 

緑ヶ丘霊園で一般墓所42か所の公募を行うとともに、霊園の適切な維持管理を実施した。 

 

多摩川プランの推進                                                    ２億８，２４２万円 

「川崎市多摩川プラン」に基づき、多摩川緑地の維持管理や等々力・丸子橋地区周辺エリアの再

整備について、整備計画（改訂版）を策定したほか、サイクリングコースのサイン整備及び危険箇

所への路面標示を行った。また、「多摩川エコミュージアムプラン」の推進拠点である二ヶ領せせ

らぎ館や大師河原水防センターにおいて、市民との協働による管理運営及び環境学習を実施した。 

さらに、多摩川緑地バーベキュー広場の適正な利用や管理運営のため指定管理者制度を導入した。 

 

火災予防及び広報活動                            ５,４２０万円 

火災予防広報活動、消防訓練の実施等により、市民の消防防災意識の普及啓発を行った。 

また、消防音楽隊及びカラーガード隊による演奏活動を通じて、市民の消防防災意識の普及啓発

活動を効果的に進めるとともに、消防及び市のイメージアップを図った。 

 

救助・救急力の強化                          ３億４，０２８万円 

救命効果の向上のため、ＰＡ（消防ポンプ自動車と救急自動車）連携活動、救急救命士の新規養

成、より高度な救急救命処置（気管挿管、ビデオ喉頭鏡使用）が行える認定救急救命士の養成及び

メディカルコントロール体制における医師による指示、指導助言、再教育、事後検証等の充実を図

った。 

また、高規格救急自動車及び高度救命処置用資機材等３台を更新し、さらに１台増強整備を図る

とともに、救助工作車及び救助活動資機材１台の更新整備を図った。 

 

消防力の強化                            １２億９，１９８万円 

仮称麻生消防署栗木出張所の新設工事、麻生消防署柿生出張所及び臨港消防団第２分団器具置場

の改築工事を実施したほか、消防ポンプ自動車４台、水槽付消防ポンプ自動車２台、化学消防ポン

プ自動車２台等の消防車両及び防火衣並びに空気呼吸器等の警防資機材の更新整備を図った。 

また、災害弱者からの１１９番通報対応としてスマートフォンからＷｅｂ１１９（聴覚・言語障

害者等の緊急通報システム）を利用できるようにしたほか、消防指令システムを改修して機能を増

やすなど、消防体制の一層の充実強化を図った。 

さらに、震災時など断水時における消防水利を確保するため、市内各所に耐震性貯水槽５基を整

備し充実を図った。 

 

＜学校教育と生涯学習に＞ 

学校教育                             １７２億５，１８１万円 

児童生徒指導事業では、不登校対策として「心のかけはし相談員」の配置等により、児童生徒及

び保護者等への支援を行うとともに、相談機能の充実のためスクールカウンセラーの配置等を行っ



 

た。また、共生・共育プログラムを全校で実施し、いじめ・不登校を生まない環境づくりと早期対

応の取組を推進した。さらに、スクールソーシャルワーカーを増員し、社会福祉等の専門的な見地

から問題を抱える児童生徒への支援を充実した。 

学校運営協議会制度推進事業では、地域住民・保護者が参加する学校運営協議会を小学校６校・

中学校２校で実施し、地域に開かれ信頼される学校づくりを進めた。 

適応指導教室運営事業では、高津区内に市内６施設目の適応指導教室「ゆうゆう広場たかつ」を

新設し、不登校の児童生徒が適応指導教室に通いやすい環境を整備した。 

外国語指導助手配置事業では、外国語指導助手を増員し、中学校における指導体制の充実を図る

とともに、小学校・中学校・高等学校を通してコミュニケーション能力の向上を図った。 

少人数指導等推進事業では、学習の習熟度や学習スタイル、生活習慣等に関する課題に対応する

ため、小学校に非常勤講師を配置し、よりきめ細かい学習指導、児童指導の充実を図った。 

医療的ケア支援事業では、田島養護学校における看護師の配置に加え、新たに小学校・中学校に

おいて看護師の巡回により児童生徒に対する痰の吸引等の医療的ケアを行い、保護者の負担軽減を

図った。 

学校防災対策事業では、体育館等を活用した非常時の生活体験の実施等、防災教育の充実を図る

とともに、児童生徒を一時保護するための備蓄物資を整備した。 

義務教育施設整備事業では、児童生徒の増加に対応するため、新川崎地区及び小杉駅周辺地区に

おける小学校新設のあり方を検討した。また、安全で快適な施設整備を計画的に進めるため、小・

中学校の改築・大規模改修等を行ったほか、窓ガラスのアルミサッシ化や学校トイレの快適化、エ

レベータ整備等を実施した。さらに、学校施設の長寿命化を図るため「学校施設長期保全計画」の

策定に向けた検討を行ったほか、既存学校施設の改修による再生整備手法により、教育環境の質的

改善を図るとともに、長寿命化や環境対策を実現するため、モデル実施として西丸子小学校及び久

末小学校において改修工事に着手した。 

中高一貫教育校新設事業では、川崎高校を改築し、中高一貫教育校及び二部制定時制課程を有す

る学校への再編整備に向け、既存校舎の解体工事や新校舎の整備工事等を実施した。 

特別支援学校施設整備事業では、田島養護学校の再編整備に伴う改築工事等を実施したほか、大

戸小学校及び稲田小学校における重複障害特別支援学級の市立養護学校小学部移行のための整備に

向けた基本・実施設計を行った。 

 

生涯学習                              ２７億８，８１５万円 

武蔵小杉駅前再開発ビル内に再整備した中原図書館の開館に向けて、内装工事等を行った。また、

学校施設有効活用事業では、市民活動やスポーツ、生涯学習などの場として地域を主体とした学校

施設の有効活用を推進した。 

 

歴史と文化                              ２億９，２４５万円 

橘樹郡衙推定地・馬絹古墳など文化財の保護・啓発のために、調査・活用事業等を実施した。ま

た、日本民家園の総合防災整備を引き続き実施するとともに、平成24年４月28日にリニューアルオ

ープンした青少年科学館において、金環日食観察会、プラネタリウム星空コンサート等のリニュー

アル記念事業を実施した。 

 

＜地域経済の発展に＞ 

産業政策                               １０億  ６８３万円 

地域課題を解決するコミュニティビジネスを振興するため、相談事業や支援セミナーの開催及び

情報の提供を行った。また、コンテンツの活用による市内産業活性化を目的としたコンテンツアワ

ードや、ライフサイエンス分野等におけるフォーラムを開催した。 

海外政府機関等の提携機関を通じた上海市等でのビジネスマッチング、川崎市海外ビジネス支援

センターによるワンストップサービスの提供等により、市内企業の海外展開を支援した。 



 

消費者の自立に向けた消費者教育を推進するため、「中学校向け消費生活教材」等を作成した。 

 

地域商業の振興・観光産業の育成                    ４億６，２６３万円 

「川崎市商業振興ビジョン」に基づき、エリアプロデュース事業を実施した。また、「商店街エ

コ化プロジェクト」として、ＬＥＤ等の省エネ型街路灯へ改修を推進し、11団体に支援を行った。 

工場夜景の共同ＰＲを目的に室蘭市、四日市市、北九州市とともに「工場夜景フォトコンテスト」

を実施した。また、川崎市観光ガイドブック等により川崎市の観光資源の積極的なＰＲを実施した。 

 

工業振興                               ４億９，４２６万円 

臨海部において、「川崎市先端産業創出支援制度（イノベート川崎）」を活用した企業誘致を展開

した。新川崎Ａ地区においても全10区画への企業進出が決定した。また、内陸部中小製造業の操業

環境保全について、地域の中小製造業の方々と住工共生のまちづくりに向けた検討を行った。 

環境分野においては、「川崎国際環境技術展2013」を開催した。また、省エネ創エネ新技術の導入

促進に結びつけるため、かわさき環境ショーウィンドウ事業を実施した。 

 

中小企業の支援                          ３３５億１，０８２万円 

「かわさき基準（Kawasaki Innovation Standard）」を推進するため、製品開発等の支援を実施

するとともに、多様な団体と協力し、かわさき基準に基づく福祉製品の認証や展示等を行った。 

「新川崎・創造のもり」の第３期事業として、ナノ・マイクロ技術の産学官共同研究施設「ＮＡ

ＮＯＢＩＣ」の整備を進め、クリーンルーム棟が完成した。 

市内中小企業の支援策としてワンデイ・コンサルティング事業、産学共同研究開発プロジェクト

助成事業等を実施した。また、市内中小製造業の優れた製品や技術を認定する川崎ものづくりブラ

ンド認定事業を実施した。 

経営力強化を図る中小企業者等を対象とした「経営力強化支援資金」や「小規模事業資金（短期

サポート型）」を創設するとともに、金融円滑化法終了に伴う「金融円滑化特別相談窓口」を開設

した。 

 

都市農業の振興                            ２億４，１２３万円 

 「かわさき｢農｣の新生プラン」に基づき、市内産農産物の出荷奨励等の事業を推進するとともに、

小学校給食への市内産農産物の供給等を行い、地産地消を推進した。また、女性農業者及び農業青

年組織の活動支援や各種セミナー・研修会等を開催し、経営感覚に優れた農業の担い手育成を行っ

た。 

地域資源を活用した「川崎型グリーン・ツーリズム」を推進するため、大型農産物直売所「セレ

サモス」内に併設の農業情報センターを拠点に、ＪＡセレサ川崎と共同で情報発信や収穫体験の講

習会を行ったほか、新たな地域特産物の創出に向け、早野地区にてハーブ実践活用モデル事業を実

施した。 

 

勤労者生活の充実                          １０億８，４７９万円 

就業支援室「キャリアサポートかわさき」において351名が就職を決定するとともに、若者の職業

的自立を支援する「かわさき若者サポートステーション」においても228名が進路決定に結びついた。 

県の基金を活用した重点分野雇用創造事業では、15事業で426名の雇用を創出した。 

技能職団体の育成支援、「かわさきマイスター」の認定（平成24年度５名認定）、技能職者の学

校派遣36件、「かわさきマイスターまつり」、「技能フェスティバル」等の技能奨励事業を実施し

た。 

 

 



 

＜計画的なまちづくりに＞ 

バリアフリーのまちづくりの推進                      ３，９０８万円 

バリアフリー計画策定事業として、京急大師線沿線地区及び柿生駅周辺地区におけるバリアフリ

ー化の基本的な考え方をとりまとめた「バリアフリー推進構想」を作成したほか、民営鉄道駅舎エ

レベータ等設置補助として１駅のエレベータ２基に、民営ノンステップバス導入促進補助として、

民営バス事業者１社の２両に補助を行い、福祉のまちづくり条例に基づくバリアフリー化を推進し

た。 

 

都市計画道路網のあり方検討調査事業                    １，０７９万円 

「都市計画道路網の見直し方針」に基づき、見直し候補のうち野川柿生線の変更について、都市

計画審議会を経て手続きを行ったほか、清水台交差点の改良について、都市計画審議会に報告した。 

 

魅力ある都市景観形成及び市民主体の地区まちづくりの推進等         １，４３５万円 

魅力ある都市景観の形成に向け、景観法及び川崎市都市景観条例に基づく届出制度や街なみ誘導

助成制度等を活用し、都市景観形成地区、景観計画特定地区等における景観形成を推進した。また、

市民が主体的に都市景観の形成に取り組む都市景観形成地区として川崎大師表参道・仲見世地区を

指定するとともに、中原街道都市景観形成地区においては景観形成方針・基準を策定した。 

自主的なまちづくりを推進するため、川崎市地区まちづくり育成条例に基づき、「宮崎・土橋・

神木建築協定運営委員会」、「はるひ野まちなみ協定部会」、及び「元・杉・丸プロジェクト研究

会」を地区まちづくりグループとして登録するとともに、「二ヶ領用水宿河原堀沿川地区景観まち

づくりプラン」を地区まちづくり構想として認定するなど、市民発意のまちづくり活動に対し、そ

れぞれの地区の状況に応じた支援を行った。 

 

優良建築物等の整備                            １，３１１万円 

土地の合理的高度利用と建築物の不燃化を図り地域の環境整備を進めるため、川崎駅北口地区第

２街区１１番地地区の施行者に対し、事業に要する費用の一部を助成した。 

 

都市拠点整備の推進                        １１０億９，３４２万円 

川崎駅西口地区住宅市街地総合整備事業については、「川崎駅西口大宮町地区再開発地区計画」

の地区施設として位置付けられている「仮称大宮町緑地」の整備に必要な用地を購入した。 

鹿島田駅西地区市街地再開発事業については、再開発会社に対し、事業に要する費用の一部を助

成し、公共施設の整備に要する費用について負担金を支出した。 

小杉駅周辺地区再開発事業については、武蔵小杉駅南口地区西街区、武蔵小杉駅南口地区東街区

及び小杉町３丁目中央地区の施行者に対し、事業に要する費用の一部を助成するとともに、小杉町

３丁目東地区の事業計画策定等に対し地元支援を行った。特に武蔵小杉駅南口地区西街区において

は、市立中原図書館が移転した再開発ビルが供用を開始した。 

登戸地区土地区画整理事業については、仮換地指定を一部の地区について実施し、一部建物につ

いて移転補償を行うとともに、道路築造等工事を行った。 

新川崎地区整備事業については、鹿島田こ線歩道橋の上部工工事等を行った。 

川崎駅周辺総合整備事業については、「川崎駅周辺総合整備計画」に基づき、市道駅前本町線歩

行者専用道路等整備工事を行った。 

新百合ヶ丘駅周辺交通環境対策事業については、麻生区役所及び北口広場方面へのバリアフリー

化を図るため、新百合ヶ丘駅北口にエレベータ１基を設置した。また、駅周辺の交通環境に関する

整備メニューの改定に向けた検討調査を行った。 

 

公共交通機関等の整備                        ２０億９，７７３万円 

小杉駅周辺地区交通機能整備事業については、ＪＲ横須賀線武蔵小杉新駅整備に向け、ＪＲ東日



 

本との協定に基づき、連絡通路の本設工事を実施した。 

向ヶ丘遊園駅連絡通路等整備事業については、小田急電鉄との工事に関する基本協定に基づき、

向ヶ丘遊園駅連絡通路の工事を行った。 

ＪＲ川崎駅北口自由通路等整備事業については、新たな改札口とあわせた北口自由通路の整備に

向け、用地取得を行うとともに、ＪＲ東日本との基本覚書に基づき詳細設計を行った。 

南武線駅アクセス向上等整備事業については、平成 24年 12月にＪＲ東日本と基本覚書を締結し、

稲田堤駅及び津田山駅の両駅において、橋上駅舎化に向けた概略設計に着手した。 

 

既存建築物の安全確保                        １１億１，２６５万円 

特定建築物の耐震対策については、建築物の耐震改修の促進に関する法律で定められた民間の特

定建築物の耐震性の向上を促すため、特定建築物耐震改修等助成制度により、耐震改修等の費用の

一部を助成した。 

小規模福祉施設等の耐震対策については、特定建築物に該当しない小規模な福祉施設等の耐震性

の向上を促すため、小規模福祉施設等耐震化促進支援制度により、耐震改修等の費用の一部を助成

した。 

木造住宅の耐震対策については、建築物の耐震性の向上を促すため、木造住宅耐震診断士派遣制

度により、無料で耐震診断士を派遣し、戸建住宅等の耐震診断を行った。 

木造住宅耐震診断の結果、改修が必要と判断された建築物については、耐震性を高めるための改

修工事を実施する場合に、木造住宅耐震改修助成制度により改修工事等の費用の一部を助成した。 

公共建築物の耐震対策については、庁舎等４棟の耐震補強工事を完了した。また庁舎等２棟につ

いて、平成23年度の耐震診断の結果をもとに耐震補強実施設計を完了した。 

市営住宅の耐震対策については、33棟の耐震改修工事を行った。また、平成25年度の耐震改修工

事に向け、43棟の耐震改修基本・実施設計を行った。 

分譲マンションの耐震対策については、昭和56年５月以前に工事着手された建築物を対象に、建

築物の耐震性に関わる診断の必要性、診断方法、診断費用などを調査するための予備診断を市の全

額費用負担により実施するとともに、耐震診断を実施する管理組合に対し、費用の一部を助成した。 

 

良好な住宅・住環境の整備                       ２０億９，９６２万円 

公営住宅整備事業については、平成23～26年度事業として４団地322戸の新築工事等を行い、この

うち２団地163戸が竣工した。 

特定優良賃貸住宅事業については、中堅所得のファミリー世帯向けの良質な賃貸住宅の認定事業

者に対し、入居者の家賃負担を軽減するための助成等を行った。 

高齢者向け優良賃貸住宅事業については、高齢者向けの良質な賃貸住宅の認定事業者に対し、入

居者の家賃負担を軽減するための助成を行った。 

高齢者等の民間賃貸住宅への円滑な入居を支援するため、川崎市居住支援制度、あんしん賃貸支

援事業を行った。 

分譲マンションのバリアフリー化については、分譲マンションの共用部分における傾斜路、手す

りの設置等の段差解消工事を実施する管理組合に対し、費用の一部を助成した。 

東日本大震災の避難者の生活環境の改善を図るため、被災県の要請を受け、民間賃貸住宅等を応

急仮設住宅として避難者へ提供した。 

 

＜行政運営に＞ 

議会広報事業                               ３，２９４万円  

「市民に身近な開かれた議会」をめざし、年４回の定例会ごとに広報紙「議会かわさき」を全戸配

布するとともに、視覚に障害のある方のため、点字版・録音版（カセットテープ・デイジー）を発

行した。また、本会議等の模様を市民が視聴できるよう、インターネット生中継及び録画中継と、

各区役所等でのモニター中継を実施したほか、広報用テレビ番組を年２回放映した。さらに、議会



 

の活動を子どもにもわかりやすく周知できるよう、キッズ用ホームページを制作した。 

 
行財政改革の推進                             １，２８９万円  

「新たな行財政改革プラン（第４次改革プラン）」（平成 23～25 年度）の計画期間の２年目とし

て、「市民生活の安定の確保に必要な市民サービスを着実に提供する」という地方自治体の責務を

果たすため、引き続き改革の取組を推進した。 

    また、行財政改革により得られた財政効果を、市民サービスの向上に還元した。 

 

電子市役所の整備                          １６億８，９４８万円  

 「第２次川崎市情報化基本計画」及び「川崎市情報システム全体最適化計画」に基づき情報化施

策を推進した。また、システム評価、セキュリティ対策を引き続き行うとともに、パソコン認証シ

ステムへの移行を進め、庁内情報環境のセキュリティ強化を図った。 

 川崎市ホームページについて、使いやすさを向上させ、障害者や高齢者の利用に配慮したものに

リニューアルした。 

 

資産マネジメントの推進                          ２，７７１万円  

「川崎版ＰＲＥ戦略 かわさき資産マネジメントプラン」に基づく資産保有の最適化の取組を推進

するとともに、施設管理者による点検を活用し、劣化・損傷の拡大を未然に防ぐ点検重視型保全の

考え方を整理するなど施設長寿命化の取組を推進した。また、自動販売機設置場所の新規貸付、市

役所・区役所駐車場の貸付料への従量制の導入、広告事業を利用した窓口番号案内システムの設置

など、歳入確保、歳出削減の取組を行ったほか、ＥＶ充電器の設置など環境配慮や利便性の向上を

図るなど、市有財産有効活用の取組を推進した。 

 

市民オンブズマン制度及び人権オンブズパーソン制度の推進          ７，７５３万円  

市政の改善並びに子どもの権利及び男女平等にかかわる人権に関する相談・救済を行った。 

 

危機管理・防災対策事業の推進                      ８億  １７７万円  

東日本大震災の教訓を踏まえ、「川崎市地域防災計画（震災対策編）」の第１期修正を行うととも

に、最新の知見に基づく「川崎市地震被害想定調査」を実施し、公表した。この調査結果をもとに、

地震防災戦略及び備蓄計画の改定、臨海部防災対策計画及び津波避難計画の策定に向けた取組を進

め、帰宅困難者対策等の各種防災対策を拡充した。 

災害時の情報体制では、市民館・図書館等に緊急地震速報設備を整備したほか、災害情報等を広

く一斉に音声で伝達するための同報系防災行政無線について、デジタル化再整備に向けた詳細設計

を行った。 

川崎市総合防災訓練を実施するとともに、市民への啓発活動、自主防災組織の活動や資器材整備

に対しての助成、備蓄計画に基づく備蓄倉庫の整備を行い、地域防災力の向上を図った。 

    また、引き続き、東日本大震災の被災地・被災者に対する復旧・復興・生活再建支援を行った。 

 

東日本大震災被災者等支援基金積立及び被災者等支援事業                     ３，４３２万円 

 市民や市内企業・団体等から寄せられた寄附金を東日本大震災被災者等支援基金に積立て、基金

の財源を活用し、被災地への支援物資の提供や被災者等の生活支援などを行った。 

 

総合計画及び政策評価の推進                           ４９５万円 

市政運営の基本方針である川崎市新総合計画「川崎再生フロンティアプラン」の第３期実行計画

（平成23～25年度）の着実な推進を図るとともに、川崎再生ＡＣＴＩＯＮシステムによる事務事業

総点検及び施策評価を実施した。また、市が実施する施策等の評価の客観性及び公正性を確保する

ため、川崎市政策評価委員会による審議を行い、評価結果をホームページで公表した。 

 



 

臨海部活性化推進事業                           １，７０６万円 

臨海部における産学公民連携による取組や交通基盤の増強に向けた検討を行うとともに、浮島地

区の水面排水及び不陸整正共同事業の推進に向けた、土砂受入のための安全・環境対策を実施した。 

 

臨海部ＰＲ誘致推進事業                          １，３３２万円 

プレスツアーの実施やニュースレターの発行を通じ、マスメディアへのプロモートを行うことで、

川崎臨海部の認知度向上を図った。また、国際戦略拠点への企業誘致や企業間連携促進のため、バ

イオテクノロジー分野の大規模な国際展示会である「バイオテック2012」「バイオジャパン2012」に

てブース出展をするとともにセミナーを開催した。 

 

国際戦略拠点整備推進事業                      １２億６，３４５万円 

国から指定された「京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区」の事業を推進し、企業

研究機関の誘致等により拠点形成を進めた。また、同地区の研究開発拠点の形成を先導する第２段

階整備の中核施設である「川崎生命科学・環境研究センター（ＬｉＳＥ）」の整備が完了し、平成

25 年３月から運営を開始した。 

同地区の拠点形成を支える交通アクセスの向上を図るため、交通インフラの検討や歩行者アクセ

スの改善に取り組むとともに、周辺駅の結節機能強化を進めた。また、塩浜地区での新たな土地利

用及びこれを支える道路基盤整備に向けた検討を行った。 

 

スマートシティ戦略事業                          ２，５４３万円 

持続可能な社会の実現をめざし、スマートシティ構想策定に向けた取組を進めるとともに、構想

を牽引するモデル事業として、川崎駅周辺地区をはじめ、富士見周辺地区、臨海部地域における取

組を推進した。 

 

大学連携推進事業                                 ８６万円 

大学の有する知識・技術・人材を活用した地域と大学の多様な連携活動を推進し、地域課題の解

決を図るため、市民を対象に大学連携推進フォーラムを開催した。 

 

いきいきシニアライフ促進事業                          １９１万円 

シニア関連施策の情報共有及び進行管理を行い、シニア世代にとって有用な情報を提供するホー

ムページ「かわさきシニア応援サイト」を運用し、情報誌を発行した。 

 

都市政策研究事業                                ９４０万円 

「自治推進委員会」の第４期委員会を設置し、自治基本条例に位置付けられた自治運営の基本原

則に基づく制度等の在り方についての調査審議を行った。また、大都市制度や地方分権についての

調査研究を行った。 

 

公園緑地まちづくり調整事業                           ４８０万円 

大規模公園緑地における効果的・効率的な管理運営体制の構築に向けて、生田緑地のパークマネ

ジメントとして、生田緑地、岡本太郎美術館、日本民家園及び青少年科学館を横断的に管理するた

め、平成25年４月からの指定管理者制度の導入に向けた取組を推進するとともに、多様な主体によ

る公園運営のための協働のプラットフォームとして、平成25年３月に生田緑地マネジメント会議を

設立した。 

 

富士見周辺地区整備推進事業                           ２８６万円 

富士見周辺地区の再編整備の機会を捉えたエネルギーマネジメントをはじめとしたスマート化に

向けた調査を行った。 

 



 

東海道を活用したまちづくり推進事業                   １億６，５０１万円 

平成25年秋の開館に向け、東海道かわさき宿交流館の建築工事及び展示制作等を行った。 

 

＜環境・リサイクルに＞ 

国連環境計画（ＵＮＥＰ）連携協調事業                    １，９１８万円 

環境分野における国際貢献を図るため、国連環境計画（ＵＮＥＰ）と連携したアジア・太平洋エ

コビジネスフォーラムの開催、国連グローバル・コンパクトの支持、かわさきコンパクトの推進な

どの取組を行った｡ 

 

地球温暖化対策の推進                         ２億８，５７７万円 

「カーボン・チャレンジ川崎エコ戦略」に基づき、ＣＣ川崎エコ会議を通じた情報発信や、川崎

市地球温暖化防止活動推進センターを拠点とした、各種普及啓発活動を実施した。また、低ＣＯ２

川崎ブランドの認定や、川崎メカニズム認証制度の構築、大規模太陽光発電所の運転、「かわさきエ

コ暮らし未来館」の運営など、「川崎市地球温暖化対策推進計画」に基づく取組を推進した。さらに、

「平成24年度川崎市電力需給対策基本方針」に基づき、年間を通じて計画的な節電の取組を行った。 

 

環境総合研究所の開設                         １億６，４７１万円 

「川崎生命科学・環境研究センター（ＬｉＳＥ）」内に、多様化、複雑化する環境問題に対応す

るため、「公害研究所」「公害監視センター」「環境技術情報センター」を統合し、広く外部の研

究機関・企業等と連携し、環境に関する総合的な研究を行う拠点として、「環境総合研究所」を平

成25年２月に開設した。 

 

生物多様性の保全の推進                             ５００万円 

生物多様性の保全の推進を図るため、環境審議会に「川崎市生物多様性地域戦略策定に向けた基

本的な考え方」について諮問し、審議に必要な資料を作成した。また、フォーラムの開催等普及啓

発の取組を行った。 

 

公害の規制及び監視・指導                        ２億２，２５６万円 

公害対策関係法令及び川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例に基づき、大気汚染、水質

汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下及び悪臭等の規制、監視・指導並びに調査研究等を行った。 

 

ディーゼル車対策                                １２０万円 

大気汚染防止のため、トラック・バス事業者などを対象に、低公害車（ＣＮＧ車・ハイブリッド

車）の導入の補助等を行った。 

 

総合的化学物質対策事業                          ２，７２０万円 

化学物質による環境汚染の未然防止を図り、環境リスクの低減に向けて、ダイオキシン類や有害

大気汚染物質などの環境実態調査、事業者における化学物質の自主管理指導、環境リスク評価、リ

スクコミュニケーションの推進などを総合的に実施した。 

 

放射線安全推進事業                            １，２９８万円 

    東日本大震災に伴う原発事故由来の放射性物質の影響に対する市民の不安解消を図り、安全・安

心な市民生活を確保するため、本市における放射線安全対策の推進に向け、東日本大震災対策本部

会議及びその特別部会（放射性物質対策検討特別部会）を通して、「川崎市東日本大震災に伴う放

射性物質に関する安全対策指針」を策定するとともに、放射性物質が検出された焼却灰の処分等に

向けた検討を進めるなど、総合的な取組を行った。 

 



 

生ごみ等リサイクル推進事業                        １，３００万円 

「かわさき生ごみリサイクルプラン」に基づき、生ごみの減量・リサイクルの推進に向け、各モ

デル事業、生ごみリサイクルリーダーの派遣を実施したほか、生ごみ処理機等の購入費や生ごみリ

サイクルを行っている市民団体の活動費の一部を助成した。 

 

  廃棄物の減量化、再資源化の推進                    ７億８，５１２万円 

地球環境にやさしい持続可能な循環型のまちをめざし、ミックスペーパーの分別収集と川崎区、

幸区及び中原区で実施したプラスチック製容器包装の分別収集のルールと排出マナーの周知徹底を

図るため、きめ細かなフォローアップ広報並びに集積所等での排出指導を実施した。 

また、廃棄物の減量化とリサイクルを目的として、資源集団回収実施団体に奨励金、回収業者に

報償金を交付し、資源集団回収を推進した。 

 

廃棄物処理施設の整備                           ５億  ５４６万円 

浮島処理センター基幹的施設整備事業については、平成24年度は地盤沈下対策工事を実施して全

ての工事が完了し、堤根処理センター基幹的施設整備事業については、平成24年度は１号炉の電気

集じん器等の補修工事を実施した。 

 

仮称リサイクルパークあさお整備事業                  ３億７，１１８万円 

平成23年度に着手した資源化処理施設建設工事及び王禅寺処理センター解体工事について、継続

して実施した。 

 

＜区政の振興に＞ 

地域防犯活動の推進                          ４億８，１６４万円 

「川崎市安全・安心まちづくり推進協議会」において策定した、「川崎市安全・安心まちづくり基

本方針」及び「推進計画」に基づき、各区推進協議会を中心とした防犯キャンペーン等による啓発

活動や自主防犯パトロール支援を実施した。また、住宅における空き巣などからの防犯上の問題点

を診断しアドバイスを行う防犯診断を実施するとともに、犯罪被害者等に対し相談に応じるなど支

援を行った。 

また、町内会・自治会に対しての防犯灯設置補助事業において、ＬＥＤ防犯灯の設置促進を行っ

た。 

 

住民組織の活性化                             ２，０４１万円 

コミュニティ意識の向上のため、町内会・自治会への加入促進パンフレットやチラシを作成・配

布し、住民組織の活性化を支援した。 

 

町内会・自治会会館への耐震化                       １，２００万円 

旧耐震基準により建設された木造の町内会・自治会会館について、無料で耐震診断士を派遣し一

般耐震診断を実施した。また、耐震診断の結果、改修が必要と判断された会館について耐震改修工

事等を実施する町内会・自治会に対し、費用の一部を助成した。 

 

区民会議の運営                              ３，２０５万円 

川崎市区民会議条例に基づき、区民の参加と協働による区における地域社会の課題の解決を図る

ための調査審議を行い、暮らしやすい地域づくりを進めるために、各区で区民会議を運営した。 

 

地域課題対応事業（区独自事業）の実施                 ３億４，３７４万円 

地域社会が抱える課題の解決や地域特性を活かしたまちづくりを推進するため、区民の参加と協働によ

り、区役所が自主的に企画立案し、事業を実施した。 



 

地域課題対応事業（局区連携事業）の実施                １億６，４７８万円 

地域からの視点を活かして、区の課題解決を図るため、区役所が主体的に関係局と調整を行い、

事業を実施した。 

 

幸区役所庁舎整備事業                           ８，１８１万円 

庁舎の老朽化と耐震強度不足への対応及び区の総合的な行政サービス提供拠点となる幸区役所新

庁舎の実施設計等を行い、工事に着手した。 

 

区役所等庁舎整備事業                           ９，５２６万円 

区役所と支所・出張所庁舎等について、設備等の更新を行い、長寿命化に向けた整備を行った。 

 

川崎区役所道路公園センター整備事業                  ２億６，８２７万円 

 

平成23年度に着手した川崎区役所道路公園センターの再整備を完了した。 

 

区役所転出入窓口の土曜日開設                         １０５万円 

平日に転出入等の届出の手続きをすることができない市民へのサービス向上を目的とし、毎月第

２・第４及び混雑期の３月第５土曜日に区役所の窓口開設を実施した。 

 

区役所と支所・出張所等の窓口サービス機能再編の取組            ６，４８９万円 

  便利で快適な区役所サービスの効率的・効果的・総合的な提供を実現するため、「区役所と支所・

出張所等の窓口サービス機能再編実施方針」に基づき、「柿生連絡所機能再編の基本的な考え方」を

策定するなど、連絡所の機能再編に向けた取組を推進するとともに、平成24年３月に改定した「区

役所サービス向上指針」に基づき、区役所サービス向上の取組を推進した。 

 

区役所快適化リフォーム事業                       ２億８，２２６万円 

区役所等の窓口機能再編の取組を契機として、便利で快適な区役所サービスを提供するため、区

役所庁舎等のリフォーム工事や大師・田島支所へのエレベータ設置工事を実施した。 

 

道路の維持補修                                                     ３３億６，９９９万円 

市民生活に欠かすことのできない生活基盤である道路や施設等を、常に良好な状態に保つため、

舗装や側溝等の補修工事、道路や駅前広場の清掃及び除草等を実施した。 

 

水路の整備及び維持補修                                               １億４，０６７万円 

水害防止や環境保全を図るため、水路改修を実施するとともに、水路の維持補修を実施した。 

 

街路樹の維持管理                                                      ３億５，１３２万円 

街路樹やグリーンベルトのせん定・刈込、除草・清掃、害虫駆除、枯損木の撤去等の適切な維持

管理を行い、一部の路線で街路樹の樹形管理及び交通障害対策を実施した。また、浅根性の老大木

で倒木の危険のある街路樹について、樹木診断及び更新整備を実施した。 

 

公園の維持管理                                                     １８億３，４６１万円 

多様な市民要望・苦情などに効果的に対応し、老朽化した施設の改修を行い、安全かつ快適に利

用できるよう、公園緑地の適切な維持管理を実施した。 

 

 

 

 



 

＜港湾の整備に＞  

京浜港広域連携の推進                              ２９５万円 

京浜港（川崎港、東京港、横浜港）のめざすべき将来像を示した「京浜港の総合的な計画」に基

づき、三港でセミナーを開催するなど、京浜港の国際競争力強化や広域連携強化に向けた取組を進

めた。 

また、平成24年６月に、国の地域再生制度を活用し、民間事業者が行うコンテナ物流に関する施

設整備等への支援を目的とした「国際コンテナ戦略港湾京浜港を活用した地域再生計画」を策定し、

内閣総理大臣の認定を受けた。 

 

港湾施設の整備                             １３億 ６９４万円 

交通の円滑化及び安全性や利便性の向上を図るため、川崎港海底トンネルの改修を推進するとと

もに、護岸及び桟橋を良好な状態に保つため、改良工事等を実施した。 

 

浮島２期廃棄物埋立護岸の築造                     ２９億  ８９８万円 

本市における新たな廃棄物処分地を確保するため、引き続き護岸の築造工事等を実施した。 

 

＜共生と参加のまちづくりに＞ 

ボランティア・市民活動の支援及び路上喫煙防止対策           １億５,２６１万円 

福祉、生涯学習、まちづくりなど、様々な分野で公益的な活動を行っている市民活動団体の全市

的な支援拠点であるかわさき市民活動センターをとおして、「活動の場」、「資金の確保」、「人材の育

成」、「情報の共有化」を柱とした市民活動支援を推進した。 

また、路上喫煙防止対策として、「川崎市路上喫煙の防止に関する条例」に基づき、重点区域であ

る川崎駅、武蔵小杉駅、武蔵溝ノ口駅、鷺沼駅、登戸・向ヶ丘遊園駅及び新百合ヶ丘駅周辺の路面

標示等の整備を行うとともに、路上喫煙防止指導員による巡回指導やキャンペーン活動等を実施し

た。 

 

交通安全対策の推進                            ５，４７３万円 

交通事故のない安全で住みよい社会の実現をめざすため、「第９次川崎市交通安全計画」に基づき

平成24年度交通安全実施計画を作成し、市民総ぐるみ運動により市民の交通安全意識の高揚を図る

とともに、交通安全教育の推進、交通事故相談、自転車マナーアップ推進のための広報・啓発活動

等を実施した。 

 

シティセールスの推進                         １億８，２９７万円 

川崎のイメージアップや都市ブランドの向上を図るため、「シティセールス戦略プラン」に基づ

き、本市が持つ多彩な魅力を様々なメディアの効果的な活用により、市内外に情報発信を行った。

また、「イメージアップ事業認定制度」により、市民や民間事業者、団体の都市イメージの向上に

つながる事業を支援した。 

 

広報活動の充実                            ２億１,１６８万円 

市民参加の市政を進めていくため、必要な市政情報を市民に積極的に提供していくことを目的と

して、市政だよりの発行をはじめ、テレビ、ラジオ、インターネット等を活用した広報事業を実施

した。 

また、民間事業者との協働により市民便利帳を作製し市民に配布した。 

 

 



 

人権施策及び平和啓発の総合的推進                   ２億１，４７５万円 

すべての市民が違いを認め、尊重し合い、共に生きる地域社会の形成をめざして、人権啓発事業

の実施や子どもの権利施策の推進、外国人市民代表者会議の運営や「多文化共生社会推進指針」に

基づく施策の推進、男女共同参画社会の実現に向けた男女平等施策の推進など、川崎市新総合計画

に掲げられたまちづくりをめざして人権施策の総合的推進を図った。 

また、平和都市の創造及び恒久平和を実現するため、核兵器廃絶平和都市宣言の理念に基づき普

及啓発事業を実施した。 

 

 文化行政の推進                           ３８億３，１６６万円 

「文化芸術振興計画」に基づき、「川崎市アートセンター」などの文化施設の運営、様々な文化

芸術事業の実施を通じて、文化芸術を振興するとともに、本市の新たな魅力の発信拠点である「川

崎市藤子・Ｆ・不二雄ミュージアム」において、藤子・Ｆ・不二雄氏の作品等の活用を図りながら、

指定管理者による効率的・効果的な運営を行うとともに、まちづくりを推進した。 

また、東日本大震災の影響により被害を受けた「ミューザ川崎シンフォニーホール」の音楽ホー

ルについては復旧工事を行い、市内全域で代替公演を実施した。 

さらに、音楽のまちづくりや映像のまちづくりを推進するため、民間推進組織「音楽のまち・か

わさき」推進協議会や「映像のまち・かわさき」推進フォーラムなどと連携して、音楽・映像を活

用したまちづくりを推進した。 

 

市民スポーツの推進                          ８億９，９２４万円 

国際陸上競技大会「ゴールデングランプリ川崎」などの大規模スポーツ大会の開催、アメリカン

フットボールやホームタウンスポーツ推進パートナーを活用した魅力あるまちづくり、川崎市スポ

ーツ推進計画の策定など、様々なスポーツ事業を通じて「スポーツのまち・かわさき」を推進した。 

 

 


